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さいたま市水道局企業管理規程第１２号 

さいたま市水道局文書管理規程の一部を改正する規程 

 さいたま市水道局文書管理規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第４号） 

の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴～⑻ ［略］ ⑴～⑻ ［略］ 

 ⑼ 電子文書管理システム 電子計算機を用いて、

文書の収受、起案、決裁等の処理及び保管、引 

継ぎ等の事務を総合的に管理するシステムで、 

市長の事務部局の文書主管課長が管理するもの 

をいう。 

⑼ 電子文書管理システム 電子計算機を用いて、

文書の収受、起案、決裁等の処理及び保管、引 

継ぎ等の事務を総合的に管理するシステムで、 

水道総務課長の承認を得たものをいう。 

 ⑽ 電子決裁システム 前号に掲げるものを除き、

電子計算機を用いて、文書の起案、決裁等及び 

保管、保存等の事務を処理するシステムをいう。

 

  

 （供覧） 

第１３条 収受した文書又は作成した文書で次の各

号のいずれかに該当するものは、電子文書管理シ

ステムを使用した供覧は当該システムに所要事項

を記録した上で、当該システムに記録した電磁的

記録により、又は供覧用紙（様式第４号）を用い

て、電子決裁システムを使用した供覧は当該シス

テムに所要事項を記録した上で、当該システムに

記録した電磁的記録により、又は当該システムか

ら出力される帳票等を用いて、関係者に供覧しな

ければならない。 

（供覧） 

第１３条 収受した文書又は作成した文書で次の各

号のいずれかに該当するものは、電子文書管理シ

ステムに所要事項を記録した上で、電子文書管理

システムに記録した電磁的記録により、又は供覧

用紙（様式第４号）を用いて、関係者に供覧しな

ければならない。 

 ⑴～⑶ ［略］  ⑴～⑶ ［略］ 

２ 供覧文書を確認した者は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める方法により処理する

ものとする。 

２ 供覧文書を確認した者は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める方法により処理する

ものとする。 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 電子決裁システムによる供覧 電子決裁シス 

テムにおける確認の意思の登録 

 

 ⑶ 前２号以外の供覧 供覧用紙又は電子決裁シ  ⑵ 前号以外の供覧 供覧用紙の所定の欄への押  



 

 

  ステムから出力される帳票等の所定の欄への押 

  印 

  印 

  

（起案） 

第１４条 事案の処理の意思決定に当たっては、次 

に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりに、

起案しなければならない。 

（起案） 

第１４条 事案の処理の意思決定に当たっては、電

子文書管理システムに所要事項を記録した上で、

電子文書管理システムに記録した電磁的記録によ

り、又は起案用紙（様式第５号）を用いて、起案

しなければならない。 

⑴ 電子文書管理システムを使用した意思決定  

電子文書管理システムに記録した電磁的記録に 

よる、又は起案用紙（様式第５号）を用いた起 

  案 

 

⑵ 電子決裁システムを使用した意思決定 電子 

決裁システムに記録した電磁的記録による、又 

は当該システムから出力される帳票等を用いた 

起案 

 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる文

書の起案については、当該各号に定める方法によ

り処理することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる文

書の起案については、当該各号に定める方法によ

り処理することができる。 

⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 電子文書管理システム及び電子決裁システム 

以外のシステムから出力される帳票等（決裁処 

理欄が記載されたものに限る。以下同じ。）に 

より処理する事案に係る文書 当該帳票等を用 

いた起案 

 ⑶ 電子文書管理システム以外のシステムから出

力される帳票等（決裁処理欄が記載されたもの

に限る。）により処理する事案に係る文書 当

該帳票等を用いた起案 

  

（起案文書の回議及び決裁） 

第１６条 ［略］ 

（起案文書の回議及び決裁） 

第１６条 ［略］ 

２ 回議の承認又は決裁は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める方法により処理するも

のとする。 

２ 回議の承認又は決裁は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める方法により処理するも

のとする。 

⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

⑵ 電子決裁システムによる起案 電子決裁シス 

テムにおける承認又は決定の意思の登録 

 

⑶ 前２号以外の起案 起案用紙又は電子決裁シ 

ステム若しくは電子文書管理システム及び電子 

決裁システム以外のシステムから出力される帳 

票等の所定の欄への押印 

⑵ 前号以外の起案 起案用紙の所定の欄への押

印 

  

（起案文書の審査） 

第１８条 ［略］ 

（起案文書の審査） 

第１８条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ さいたま市水道局事務専決規程別表第１共通専 

決事項２人事・服務の専決事項の欄に掲げる事項 

その他これに類する事案の処理の意思決定に係る 

起案文書については、前２項の規定は適用しない。

 

  

（代決等） 

第２０条 決裁権者の不在中さいたま市水道局事務 

（代決等） 

第２０条 決裁権者の不在中さいたま市水道局事務



 

 

専決規程第７条に規定する代決権者が、特に急を 

要する電子文書管理システム又は電子決裁システ 

ムに記録した電磁的記録による起案文書について、

その事務を代決したときは、電磁的記録に記録す 

る方法による代決の処理を行うものとする。 

専決規程第７条に規定する代決権者が、特に急を

要する電子文書管理システムに記録した電磁的記

録による起案文書について、その事務を代決した

ときは、電磁的記録に記録する方法による代決の

処理を行うものとする。 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

  

（文書の記号及び番号） （文書の記号及び番号） 

第２１条 ［略］ 第２１条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 文書の番号は、課及び事業年度（以下「年度」

という。）ごとに電子文書管理システムで管理す

る番号とする。ただし、第１４条第１項第２号及

び同条第２項の規定による起案に係る文書につい

ては、電子文書管理システムで管理する番号と重

複しない一連の番号を付するものとする。 

３ 文書の番号は、課及び事業年度（以下「年度」

という。）ごとに電子文書管理システムで管理す

る番号とする。ただし、第１４条第２項の規定に

よる起案に係る文書については、電子文書管理シ

ステムで管理する番号と重複しない一連の番号を

付するものとする。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

  

（発送文書の取扱い） （発送文書の取扱い） 

第２５条 ［略］ 第２５条 ［略］ 

２ 前項の規定にかかわらず、第１４条第１項第２

号及び同条第２項の規定による起案に係る文書に

ついては、他の一定の帳簿（電磁的記録により作

成するものを含む。）により文書の発送の記録を

管理することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１４条第２項の規 

定による起案に係る文書については、他の一定の 

帳簿（電磁的記録により作成するものを含む。） 

により文書の発送の記録を管理することができる。

３ ［略］ ３ ［略］ 

  

（文書の保管） （文書の保管） 

第３３条 ［略］ 第３３条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 文書（電子文書管理システム又は電子決裁シス

テムで処理を行った電磁的記録を除く。次項から

第１０項までにおいて同じ。）の整理、分類及び

保管は、キャビネット及びファイリング用具を使

用して行うものとする。 

４ 文書（電子文書管理システムで処理を行った電 

磁的記録を除く。次項から第１０項までにおいて 

同じ。）の整理、分類及び保管は、キャビネット 

及びファイリング用具を使用して行うものとする。

５～１１ ［略］ ５～１１ ［略］ 

１２ 電子決裁システムで処理を行った電磁的記録

の整理及び保管は、電子決裁システムを使用して

行うものとする。 

 

１３ 前２項に定めるもののほか、電磁的記録の整

理、分類及び保管について必要な事項は、別に定 

める。 

１２ 前項に定めるもののほか、電磁的記録の整理、

分類及び保管について必要な事項は、別に定める。

  

 （文書の引継ぎ） 

第３８条 ［略］ 

（文書の引継ぎ） 

第３８条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 第１項の規定にかかわらず、電子文書管理シス

テムで処理を行った電磁的記録の保存は電子文書

管理システムを使用して、電子決裁システムで処

５ 第１項の規定にかかわらず、電子文書管理シス

テムで処理を行った電磁的記録の保存は、電子文

書管理システムを使用して行うものとする。 



 

 

理を行った電磁的記録の保存は電子決裁システム

を使用して行うものとする。 

  

   附 則 

 この規程は、令和５年１０月１日から施行する。 



 

さいたま市水道局企業管理規程第１３号 

さいたま市水道局企業職員就業規程の一部を改正する規程 

 さいたま市水道局企業職員就業規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第 

２３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

目次 

 第１章～第７章 ［略］ 

 第８章 補則（第３１条―第３３条） 

 附則 

目次 

 第１章～第７章 ［略］ 

 第８章 補則（第３１条・第３２条） 

 附則 

  

（病気休暇）  （病気休暇） 

第１７条 ［略］ 第１７条 ［略］ 

２ 次項各号に掲げる場合以外の場合における病気

休暇（以下この条において「特定病気休暇」とい

う。）の期間は、次に掲げる日を除き、連続して

９０日（第４項の規定により９０日となる場合を

含む。）を超えることはできない。 

 

⑴・⑵ ［略］ 

２ 次項各号に掲げる場合以外の場合における病気

休暇（以下この条において「特定病気休暇」とい

う。）の期間は、次に掲げる日（第４項において

「除外日」という。）を除き、連続して９０日（

第４項の規定により９０日となる場合を含む。）

を超えることはできない。 

⑴・⑵ ［略］ 

３ ［略］ ３ ［略］ 

４ 第２項の規定の適用については、連続する８日

以上の期間（当該期間における週休日、時間外勤

務代休時間全指定日、休日及び代休日以外の日の

日数が３日以下である場合を除く。）の特定病気

休暇を使用した職員（この項の規定により特定病

気休暇の期間が連続しているものとみなされた職

員を含む。）が、連続して使用した特定病気休暇

の期間の末日の翌日から３月を経過する日までの

間に、再度の特定病気休暇を使用したときは、当

該再度の特定病気休暇の期間と直前の特定病気休

暇の期間は連続しているものとみなす。 

 

４ 第２項の規定の適用については、連続する８日

以上の期間（当該期間における週休日、時間外勤

務代休時間全指定日、休日及び代休日以外の日の

日数が３日以下である場合を除く。）の特定病気

休暇を使用した職員（この項の規定により特定病

気休暇の期間が連続しているものとみなされた職

員を含む。）が、除外日を除いて連続して使用し

た特定病気休暇の期間の末日の翌日から、１回の

勤務に割り振られた勤務時間（１回の勤務に割り

振られた勤務時間の一部に育児休業法第１９条第

１項に規定する部分休業の承認を受けて勤務しな

い時間その他次に掲げる時間（以下この項及び次

項において「部分休業等」という。）がある場合

にあっては、１回の勤務に割り振られた勤務時間

のうち、部分休業等以外の勤務時間）の全てを勤

務した日の日数が２０日に達する日までの間に、



 

再度の特定病気休暇を使用したときは、当該再度

の特定病気休暇の期間と直前の特定病気休暇の期

間は連続しているものとみなす。 

 ⑴ 次条第２項第４号から第８号までに掲げる場 

合における特別休暇により勤務しない時間 

 ⑵ 第１９条第１項に規定する介護休暇及び第１

９条の２第１項に規定する介護時間により勤務

しない時間 

 ⑶ さいたま市職員の職務に専念する義務の特例      

に関する条例施行規則（平成１４年さいたま市

人事委員会規則第１６号）第２条第１１号に該

当するものとして、さいたま市職員の職務に専

念する義務の特例に関する条例（平成１３年さ

いたま市条例第２８号）第２条第３号の規定に

より職務に専念する義務を免除された期間 

５ 特定病気休暇に係る療養に必要な期間中におけ

る週休日、時間外勤務代休時間全指定日、休日、

代休日その他の病気休暇の日以外の勤務しない日

（１日の勤務時間の一部を勤務しない日（当該勤

務時間の一部に育児休業法第１９条第１項に規定

する部分休業の承認を受けて勤務しない時間その

他次に掲げる時間（以下この項において「部分休

業等」という。）がある日であって、当該勤務時

間のうち、部分休業等以外の勤務時間の全てを勤

務した日を除く。）を含む。）は、第２項及び前

項の規定の適用については、特定病気休暇を使用

した日とみなす。 

５ 特定病気休暇に係る療養に必要な期間中におけ

る週休日、時間外勤務代休時間全指定日、休日、

代休日その他の病気休暇の日以外の勤務しない日

（１日の勤務時間の一部を勤務しない日（当該勤

務時間の一部に部分休業等がある日であって、当

該勤務時間のうち、当該部分休業等以外の勤務時

間の全てを勤務した日を除く。）を含む。）は、

第２項及び前項の規定の適用については、当該特

定病気休暇を使用した日とみなす。 

⑴ 次条第２項第４号から第８号までに掲げる場 

合における特別休暇により勤務しない時間 

 

⑵ 第１９条第１項に規定する介護休暇及び第１ 

９条の２第１項に規定する介護時間により勤務 

しない時間 

 

⑶ さいたま市職員の職務に専念する義務の特例 

に関する条例施行規則（平成１４年さいたま市 

人事委員会規則第１６号）第２条第１１号に該 

当するものとして、さいたま市職員の職務に専 

念する義務の特例に関する条例（平成１３年さ 

いたま市条例第２８号）第２条第３号の規定に 

より職務に専念する義務を免除された時間 

 

６ ［略］ ６ ［略］ 

  

（庶務事務システムによる処理）  

第３３条 この規程に定めのある請求、承認その他

の手続について、庶務事務システム（電子計算機

を用いて、職員の服務の管理、給与の支給等に関

する事務を総合的に管理するシステムで、総務局

人事部人事課長が管理するものをいう。以下この

条において同じ。）を利用することができるとき

は、原則として庶務事務システムを利用する方法

 



 

により行うものとする。 

２ この規程に定めのある請求、承認その他の手続 

に当たり作成等する書類については、庶務事務シ 

ステムにより作成等する電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ 

とができない方式で作られる記録をいう。）をも 

って代えることができる。 

 

  

   附 則 

（施行期日）  

１ この規程は、令和５年１０月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ この規程による改正前のさいたま市水道局企業職員就業規程（以下「旧規程」と 

いう。）第１７条第２項の規定の適用については、この規程の施行の日前の日を含 

み、連続する８日以上の期間（当該期間における週休日（旧規程第８条第１項に規 

定する週休日をいう。）、時間外勤務代休時間全指定日（旧規程第１３条の２第１ 

項の規定により割り振られた勤務時間の全部について時間外勤務代休時間（同項に 

規定する時間外勤務代休時間をいう。）が指定された勤務日等（旧規程第１３条の 

２第１項に規定する勤務日等をいう。）をいう。）、休日（旧規程第１３条に規定 

する祝日法による休日及び年末年始の休日をいう。）及び代休日（旧規程第１４条 

第１項に規定する代休日をいう。）以外の日の日数が３日以下である場合を除く。 

）の特定病気休暇（旧規程第１７条第３項各号に掲げる場合以外の場合における病 

気休暇をいう。以下同じ。）（同条第４項及びこの項の規定によりその期間が連続 

するものとみなされたものを含む。以下「連続特定病気休暇」という。）を使用し 

た職員が、除外日（旧規程第１７条第２項に規定する除外日をいう。以下同じ。） 

を除き、当該連続特定病気休暇の期間の末日の翌日から、１回の勤務に割り振られ 

た勤務時間（同条第４項に規定する１回の勤務に割り振られた勤務時間をいう。以 

下同じ。）の全てを勤務した日の日数が２０日に達する日までの間に、再度の特定 

病気休暇を使用したときは、この規程による改正後のさいたま市水道局企業職員就 

業規程（以下「新規程」という。）第１７条第４項の規定にかかわらず、当該再度 

の特定病気休暇の期間と当該連続特定病気休暇の期間は連続しているものとみなす。 

３ 連続特定病気休暇を使用した職員が、この規程の施行の日以後に、当該連続特定 



 

病気休暇の期間の末日後初めて特定病気休暇を使用した場合で、当該特定病気休暇 

が、除外日を除き、当該末日の翌日から、１回の勤務に割り振られた勤務時間の全 

てを勤務した日の日数が２０日に達する日後に使用されたものであるときは、新規 

程第１７条第４項の規定にかかわらず、当該特定病気休暇の期間と当該連続特定病 

気休暇の期間は連続しているものとみなさない。 

 



 

さいたま市水道局企業管理規程第１４号 

   さいたま市水道局企業職員服務規程の一部を改正する規程 

 さいたま市水道局企業職員服務規程の一部を改正する規程（平成１３年さいたま市 

水道部企業管理規程第２６号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（出退勤） （出勤簿） 

第１１条 職員は、定刻までに出勤し、別に定める 

方法により、出勤したことを自ら記録しなければ 

ならない。ただし、出張等により出勤したことを 

自ら記録できないときは、別に定める方法により、

出勤したことを記録するものとする。 

第１１条 職員は、定刻までに出勤し、自ら出勤簿 

に押印しなければならない。ただし、あらかじめ 

所属長の承認を得たもので公務により出勤簿に押 

印することができないときは、この限りでない。 

２ 職員（庶務事務システム（電子計算機を用いて、

職員の服務の管理、給与の支給等に関する事務を 

総合的に管理するシステムで、総務局人事部人事 

課長が管理するものをいう。以下同じ。）により 

出退勤を管理する職員に限る。）は、退勤すると 

きは、別に定める方法により、退勤したことを自 

ら記録しなければならない。ただし、出張等によ 

り退勤したことを自ら記録できないときは、別に 

定める方法により、退勤したことを記録するもの 

とする。 

 

  

（庶務事務システムによる処理）  

第２８条 この規程に定めのある請求、届出その他 

の手続について、庶務事務システムを利用するこ 

とができるときは、原則として庶務事務システム 

を利用する方法により行うものとする。 

 

２ この規程に定めのある請求、届出その他の手続 

に当たり作成等する書類については、庶務事務シ 

ステムにより作成等する電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ 

とができない方式で作られる記録をいう。）をも 

って代えることができる。 

 

  

（会計年度任用職員についての適用除外等） （会計年度任用職員についての適用除外等） 

第２９条 第８条、第９条、第１５条、第２２条及 第２８条 第８条、第９条、第１５条、第２２条及 



 

び前２条の規定は、法第２２条の２第１項に規定 

する会計年度任用職員には適用しない。 

び前条の規定は、法第２２条の２第１項に規定す 

る会計年度任用職員には適用しない。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  

第３０条 ［略］ 第２９条 ［略］ 

  

   附 則 

 この規程は、令和５年１０月１日から施行する。 



 

 

さいたま市水道局企業管理規程第１５号 

さいたま市水道局企業職員の特殊勤務手当に関する規程の一部を改正する規程 

さいたま市水道局企業職員の特殊勤務手当に関する規程（平成１３年さいたま市水 

道部企業管理規程第３０号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （庶務事務システムによる処理） 

第１５条 この規程に定めのある報告その他の手続

について、庶務事務システム（電子計算機を用い

て、職員の服務の管理、給与の支給等に関する事

務を総合的に管理するシステムで、総務局人事部

人事課長が管理するものをいう。以下この条にお

いて同じ。）を利用することができるときは、原

則として庶務事務システムを利用する方法により

行うものとする。 

２ この規程に定めのある報告その他の手続に当た

り作成する書類については、庶務事務システムに

より作成する電磁的記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録をいう。）をもって代え

ることができる。 

 

第１６条 ［略］ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１５条 ［略］ 

附 則 

 この規程は、令和５年１０月１日から施行する。 

 


